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2012年度男女平等産別統一闘争
全国知事会要請

全国知事会：小室調査第二部長、町田副参事
自治労：澤田副執行委員長、青木組織対策局長、佐々木青年部長
　冒頭、澤田副執行委員長より、「政府や連合が進めている６月期の男女共同参画月間にあわせて、自治労でも産別闘争として47都道府県で知事会、市長会、町村会に対して取り組みを強化している。この意見交換を通して、知事会から全国の都道府県への呼びかけをして欲しい」と要請の主旨を述べた。
続いて、青木組織対策局長から、要請書に沿って、①ワーク・ライフ・バランス社会の実現の意思統一が地方に波及するように、地方議会でワーク・ライフ・バランスのまちづくり宣言を採択するなど先進的取り組みとなるように知事会から地方へ働きかけていただきたい。②都道府県男女平等参画に関する条例・計画について、NPOや労働組合と協力し、地域の状況を反映させ、予算、担当等組織の中央に位置付け、条例・計画づくりを進めていただきたい。③次世代育成支援対策推進法に基づき「特定事業主行動計画」など具体的計画が策定されたものの実効性に乏しい。子育てのしやすい社会にするため、これらの計画の着実な実施と充実・改善をはかるべきと申し入れた。
　これに対して全国知事会は、「不足している部分もあるが、この間の取り組みが少しずつ実を結んできている。全国から情報収集をし、地域実情に合わせた取り組みを進めていきたい。知事会でも嘉田滋賀県知事が男女共同参画特別委員会委員長を担い先頭で推進しているところ。日本全体、経済活性化にとって女性の活躍は欠かせないことは確かであり、その場が広がるよう国に提言していきたい。」と述べ、知事会の考え方を示した。
　続いて、佐々木青年部長が、災害時という特殊な事情下で見えた、男女平等の意識や経済状況の格差について話した。これに対し、知事会は、非常時に女性が配慮されるよう、法改正を視野に入れた対策・要綱が明瞭にされていくように取り組んでいきたいと述べた。
最後に自治労側から「全国の市町村をけん引する知事会には、今進めなければならない社会の実現のため、「男女参画」より一歩進んだ「男女平等」に視点を置いた取り組みをお願いしたい。」と述べ申し入れを終了した。
